
 

 

 

 

研究助成事業の報告書の不備 

 
 

対象受検機関 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 
公益財団法人  
千里ライフサイエンス
振興財団 

 
１ 公益財団法人千里ライフサイエンス振興財団では、優れた若手研究
者の先進的研究の支援・助成を行っており、平成22年度から平成24
年度までの助成実績は次のとおりである。 

 

 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

１件当たり助成金額 200万円 200万円 200万円 

助成件数 12件 12件 12件 

総助成金額 2,400万円 2,400万円 2,400万円 

 
２ 応募要領には次のとおり記載されている。 
・ 助成の対象となる費用は、研究に直接必要な経費とし、応募者が
所属する組織の間接経費・管理経費・共通経費（いわゆるオーバー
ヘッド）は対象とならない 

・ 助成金の受領者は、研究の完了如何にかかわらず受領後２年次以
内に当財団所定の会計報告及び研究報告を提出すること 

 
３ 平成22年度の研究費助成は既に３年近く経過しているが、12件中３
件が報告未了である。 
また、会計報告には支出を証明する書類の添付は求められておら

ず、助成金が助成対象の研究に使用されたのか、また、研究に直接必
要な経費に使用されたのか確認できない状況である。 

 

 
助成金の受領者に対して、期限まで

に報告書を提出するよう周知徹底する
とともに、研究助成金が実際に助成の
対象となる経費に使用されたかについ
て確認する方法等を検討されたい。 

 
１ 研究助成金既受領者で報告書未提出者に対し
て、平成26年３月７日付で提出を督促する文書を
送付するなど、督促を続けた結果、平成26年４月
25日までに平成22年度の報告未了分（３件）全て
について報告書の提出を受けた。 
また、平成26年度の応募要領の報告に関する記

述を「助成金の受領者には、受領後２年次以内に

当財団所定の報告書の提出を義務付けておりま
す。」と改め、報告書提出について周知徹底を図
った。 

 
２ 大学の教員が職務上行う研究については、大学
にその遂行に関する事務上の管理責任があるこ
となどから、会計検査院の指摘（平成15年度決算
検査報告）を受けて、教員個人に対する助成金に
ついても、個人経理を防止する観点から、大学へ
の寄付金とした上で「委任経理」とする学内規程
（寄付金取扱規程）の整備が図られたところであ
る。したがって、寄付金の取り扱いについては、
大学の責任において適正に執行されているもの

と考える。 
また、大学側の学内規程（寄付金取扱規程）に

おいて、助成者側が会計検査を行う場合には、寄
付金（助成金）を受け付けないとしている以上、
財団が大学側の規程を無視して検査を行うこと
はできない。なお、財団としては、助成金が助成
対象研究の直接経費に充てられることを担保す
るために大学側に対し、教員が所属する組織の間
接経費・管理経費・共通経費等（直接経費以外の
いわゆるオーバーヘッド）を助成金から徴収する
ことのないよう寄附申込書に明記する等の手続
を取っている。 

 


